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地球温暖化対策推進大綱における下水道の対策

（１）下水汚泥焼却施設における燃焼の高度化（約140万t-ＣＯ2の削減）
（２）下水道の普及に伴う汚水処理の高度化（約60万t-ＣＯ2の削減）

下水道における地球温暖化対策の取り組み
～一酸化二窒素の排出抑制対策の推進～

①一酸化二窒素（Ｎ2Ｏ）とは？
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Ｎ2Ｏ ＣＯ2

N2Ｏを１削減することは、ＣＯ2を310削減
することと同等の効果！

②下水道でＮ2Ｏ対策が必要な理由

5下水汚泥
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Ｎ含有率(％)被燃焼物

900下水汚泥

50一般ゴミ

g-Ｎ2Ｏ/ｔ排出係数

水処理工程や下水汚泥の焼却により大量のＣＯ2
が発生
下水中の有機物は化石燃料由来ではなく大気中
のＣＯ2に由来

大気中のＣＯ2を増加させないのでカウントしない。

代表的な温室効果ガスの一つ。

Ｎ2Oは、燃焼工程や微生物の働き等により
発生

Ｎ2Ｏの地球温暖化係数は310

燃焼過程でのＮ2Ｏの発生は被燃焼物中の窒素
に由来
下水汚泥の窒素含有率は他に比べて大きい

計200万t削減！

（参考）　下水道から発生するＣＯ2の扱いについて⇔

同等の
温室効果



（１）下水汚泥焼却施設における燃焼の高度化（約１４０万ｔ-CO2）

下水道の普及拡大
　→下水汚泥の発生量は増加傾向

最終処分場の逼迫から下水汚泥に対して
減量化の要請大　
　→焼却割合も増加傾向
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流動焼却炉による焼却量は
1998年に比べて1.7倍に！

約270万ｔ

約500万ｔ

○流動焼却炉による汚泥焼却量の見込み

①下水汚泥の発生量の見込み

（流動焼却炉）

流動炉 その他

②流動焼却炉について

近年は流動焼却炉の採用が圧倒的に多い。
(理由）
①焼却効率が高く未燃焼分が極めて少ない
②温度が高く臭気を分解するため排ガスの臭
気対策が必要ない
③維持管理が容易
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○下水汚泥の発生量と焼却量の推移

（年）

下水道の普及に伴い発生汚泥
量、焼却量ともに増加！

約350万ｔ
約410万ｔ

焼却量 その他

約570万ｔ
約610万ｔ 約410万ｔ

約560万ｔ約720万ｔ

約490万ｔ



流動焼却炉を従来の運転方法で運転した場合
　→Ｎ2Ｏの排出係数は他に比べて大きい

流動焼却炉による焼却量が増大した場合、Ｎ2Ｏ
の排出量も増大

その他の
焼却炉Ａ
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1200gN2O/ｔ

その他の
焼却炉Ｂ

流動焼却炉

750gN2O/ｔ

350gN2O/ｔ

流動焼却炉は他の焼却
炉よりＮ2Ｏの排出量が
大きい！

○流動焼却炉と他の焼却炉のＮ2Ｏの排出
量の比較

③流動焼却炉からのＮ2Ｏの排出

流動炉については、従来は800℃で燃焼

850℃で燃焼した場合、Ｎ2Ｏの排出量を約7割
削減可能

対策前
（800℃）

排
出
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数
（
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2Ｏ
/ｔ） 約７割削減！

約1200gN2O/ｔ

約300gN2O/ｔ

対策後
（850℃）

④高温燃焼による効果

○流動焼却炉の対策前と対策後の比較



仮に対策を講じない場合（800℃）、Ｎ2Ｏ排
出量のＣＯ2換算は約200万ｔ-ＣＯ2。
対策を講じた場合（850℃）、約60万ｔ-ＣＯ2

約140万ｔ-ＣＯ2の削減効果
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約200万ｔ-CO2

約60万ｔ-CO2

2010年
対策前
（800℃）

約140万ｔ-ＣＯ2

の削減効果！

⑤削減量の算定

○流動焼却炉の対策前と対策後の比較

約130万ｔ-CO2

2010年
対策後
（850℃）

⑥施策の推進

○これまでの取り組み

H11年に「下水道における地球温暖化
防止実行計画策定の手引き」を策定

H13年に「下水道施設計画・設計指針
と解説」の改訂にあたり流動焼却炉の燃
焼温度について850℃を明確化

　・従　来：「燃焼温度は800℃～850℃とする。」
　・改訂後：「燃焼温度は850℃とする。」

○現状
　流動焼却炉で焼却した汚泥のうち850℃以上
で焼却されたもの
　　1998年度は約１割程度

　　2002年度は約３割程度

○今後の取り組み
高温燃焼をより積極的に推進するため、下
水汚泥焼却施設における高温燃焼化につい
て基準化を検討



（２）下水道の普及に伴う汚水処理の高度化（約６０万ｔ-CO2）

Ｎ2Ｏは、一般的に汚水中の窒素濃度が低
いほど発生量が少ない。

し尿処理施設等に比べ、下水道により処理
する場合の方がＮ2Ｏの発生量は小さい。

し尿処理
施設等
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下水道の整備により
Ｎ2Ｏの排出量が大
幅減！

約200mg-N2O/人/日

約10mg-N2O/人/日

下水道

下水道の整備
　→結果的にし尿処理施設等からのＮ2Ｏの
　　排出をＣＯ2換算で約60万ｔ-ＣＯ2削減

　→下水処理場からの排出量は増加する
　　ものの数万ｔ-ＣＯ2程度
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①下水道とし尿処理施設等とのＮ2Ｏ
　　排出量の違い

○下水道とし尿処理施設等によるＮ2Ｏの
排出量の違い

②削減量の算定

○下水道整備の前後による削減量の比較

し尿処理
施設等

下水道

数万ｔ-ＣＯ2

対策の前後で
約60万ｔ-ＣＯ2

の削減効果！

約60万ｔ-ＣＯ2



社会資本整備重点計画において、下水道の処理人口普及率を65％（H14）→72％（H19)（汚水処理
人口普及率を76％（H14）→86％（H19)）とすることを目標。
下水道の整備にあたっては、汚水処理施設に係る総合的な整備計画である「都道府県構想」の策
定を推進。他の汚水処理施設との適切な役割分担に基づいて整備を推進。

③施策の推進

下水道処理人口普及率の推移

都道府県構想の例

未普及人口
２，９００万人

※温暖化対策推進大綱では、合併処理浄化槽
等の整備による削減効果約10万ｔ-ＣＯ2と合わ
せて約70万ｔ-ＣＯ2と記載

都市規模別下水道普及率
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